（様式第１号）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人富山県新世紀産業機構
理事長　　　　　　　　　　　　殿

＜申請者＞

住 　所　〒
企業名

代表役職名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号

平成28年度医薬品関連ものづくり研究開発支援事業補助金交付申請書

平成28年度において、医薬品関連ものづくり研究開発支援事業を下記のとおり実施したいので、医薬品関連ものづくり研究開発支援事業補助金交付要領第８条の規定により、関係書類を添え申請します。

　なお、別記の誓約が虚偽であり、又はこれに反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てないことを誓約します。
記
１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

　　　補助事業に要する経費　　　
金　　　　　　　　　　円
　　　補助対象経費額　　
金　　　　　　　　　　円

　　　補助金交付申請額　　
金　　　　　　　　　　円
２　補助要件に係る誓約書（別紙１）
３　補助事業の経費配分及び収支予算書（平成28年度分）　（別紙２）
４　医薬品関連ものづくり研究開発支援事業　研究開発提案書（別添のとおり）
５　補助事業者の直近２年の決算書
６　会社案内又は会社概要

（別紙１）
	補助要件に係る誓約書
□　①当社は、次の(１)～(5)のすべてに該当せず、今後においても反社会的勢力との関係を持つ意思がないことを確約します。

　(1) 役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号（以下「暴力団対策法」という）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められる者。

　(2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者。

　(3) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者。

　(4) 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者。

　(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者。

□　②当社は、現在、本事業に関連しての訴訟による係争はなく事業運営に支障のないことを確約します。

□　③当社は、現在、本事業に関連した法令違反による処罰を受けておらず事業運営に支障のないことを確約します。
□　④当社は、本事業による補助対象経費について、国や県等から他の補助金受けておらず、また受ける予定がないことを確約します。

□　⑤当社は、本事業に関する審査に必要な書類等を整備保管し、国や県等による実地検査の受入れに協力します。



※ 該当項目の□に、チェックを入れてください。

※　上記要件に欠落があった場合には、本事業の対象とできません。補助金交付決定後であっても、欠落が判明した場合は、交付決定を取り消すことになりますので、間違いのないようにご記入ください。
（別紙２）
補助事業の経費配分及び収支予算書（平成28年度分）
（１）収入　　　※ 千円未満の端数は切り捨て　　　　　　　（単位：千円）
	項目
	　年目（　　年　　月～　　年　　月）

	補助金
(補助金額(B)と一致)
	

	借入金
	

	自己資金
	

	その他（　　　　）
	

	合計(支出(A)と一致)
	


（２）支出　　　※ 千円未満の端数は切り上げ　　　　　　　（単位：千円）

	補助対象経費項目
	年目（　　年　　月～　　年　　月）

	
	金額（税抜）
	算出根拠・名称

	①
	備品費
	
	

	②
	旅　費
	
	

	③
	通信運搬費
	
	

	④
	消耗品費
	
	

	⑤
	工具器具費
	
	

	⑥
	リースレンタル費
	
	

	⑦
	外注費
	
	

	⑧
	共同研究費（C）
	
	

	補助対象事業費合計(A)
	
	①～⑧合計額

	補　助　金　額(B)
	
	(A)×１/２以内　補助金額2,500を上限


（２－２） (２)のうち、共同研究費の内訳　　　※ 千円未満の端数は切り上げ　　（単位：千円）

	共同研究機関名称
	

	補助対象経費項目
	年目（　　年　　月～　　年　　月）

	
	金額（税抜）
	算出根拠・名称

	②
	旅　費
	
	

	③
	通信運搬費
	
	

	④
	消耗品費
	
	

	⑤
	工具器具費
	
	

	⑥
	リースレンタル費
	
	

	⑦
	外注費
	
	

	⑨
	一般管理費
	
	(②～⑦合計額)×１/10を上限

	共同研究費合計(C)
	
	②～⑨合計額


※　補助対象経費は、交付要領第５条に規定された経費から、消費税及び地方消費税の額を差引いた金額を計上してください。

※ 補助金額(Ｂ)は、補助対象事業費合計(Ａ)の1/2以内としてください。

※ 年度末(２月末)より前に事業が終了する場合は、終了する月を記入

※ 経費区分間で20%以上の予算額の変更がある場合は、(様式第３号)変更承認申請が必要となります。

※　算出根拠には、具体的な内容（「品名または費用名」「単価」×「数量」＝「金額」）を記入

※ 外注費は、外注する具体的内容（・・・の加工、・・・の試験など）を記述して下さい。

※　備品費、工具器具費及びリースレンタル費の合計額は、補助対象事業費合計額の１/２以内としてください。

　　(①＋⑤＋⑥)≦(A)×１/2

※　外注費及び共同研究費は、それぞれ補助対象事業費合計額の１/３以内とし、その合計額は補助対象事業費の２/５以内としてください。　　⑦≦(A)×１/3、⑧≦(A)×１/3、（⑦＋⑧）≦(A)×2/5

※　共同研究機関は、大学等の高等教育機関又は公設試験研究機関とします。これらの機関について共同研究経費（②～⑦合計額）の１/10の額を上限に、管理費を計上することができます。

※　各共同研究機関における備品費は、補助の対象外とします。

（別添）

医薬品関連ものづくり研究開発支援事業 研究開発提案書
Ⅰ　申請者の概要
(1)代表提案者
	グループ代表機関
	グループ研究代表者

	業種：製薬企業・医薬品関連企業

住所　〒

企業名　
代表者・役職

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(フリガナ),氏名)
　　　　　　　　　　　　
TEL：           　FAX：
	所属・役職
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(フリガナ),氏 名)
      
　　　　　
      
TEL：          　FAX：
E-Mail：


(2)共同提案者（連携する企業）
	共同提案者（１）
	企業名：
	業種：製薬企業・医薬品関連企業

	
	住　所：

TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

	
	担当者所属・役職名：

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(フリガナ),氏名)
　　　　　　　　　　　E-Mail：

	共同提案者（２）
	企業名：
	業種：製薬企業・医薬品関連企業

	
	住　所：
TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

	
	担当者所属・役職名：

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(フリガナ),氏名)
　　　　　　　　　　　E-Mail：


※　研究開発に取り組むグループには、富山県内に事業所を置く、製薬企業と医薬品関連企業がそれぞれ参画する必要がありますので、上記表中に、提案者（連携する企業等）の概要を記載してください。
※　上記提案者のうち、本事業による補助金の交付を受けようとする企業にあっては、別途、本提案書のほか、（様式第１号）補助金交付申請書を提出する必要があります。（提出時期、手順等は新世紀産業機構が指示します。）
Ⅱ　申請の区分　（※前年度に引き続き、研究開発提案を行う場合は「継続」を選択してください。）
新　　規　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　継　　続

Ⅲ　研究開発の概要

１．研究開発の名称　（※採択された場合は　この名称が公表されます。）
	


２．研究開発グループの構成　（※必要に応じて記入欄を追加して下さい。）

	No
	氏　名
	年齢
	所属・役職

	①
	
	
	

	②
	
	
	

	③
	
	
	

	④
	
	
	

	⑤
	
	
	

	⑥
	
	
	


※　研究開発グループを構成する研究、開発等担当者の氏名、年齢、企業名・所属・役職を全て記載してください。
※　共同研究機関の研究者はもとより、技術アドバイザーや協力者等も構成人員として記載してください。
３．実施体制図
	


※　グループを構成する各企業・共同研究機関の役割や、各担当者の連携体制等を図示してください。

４．スケジュール（実施計画）
	実施予定期間：　　　　平成　　年　　月　～　　　平成　　年　　月

	実施時期(年月)
	実施計画　（実施項目ごとに、それぞれ「２．グループ」分担者番号を記載）

	１年目


	

	２年目


	


※　各実施計画は、「５．研究開発の概要」中の②ｂ 「達成目標の実現手段」と対応するように留意してください。
５．研究開発の概要について　（※簡潔に記載するとともに、必要に応じて記入欄を広げて記入して下さい。）
	①本研究開発の背景と目的（医療現場等におけるニーズ）
②　本研究開発の実施事項

a 対象事業の全体概要について（説明図表等を用いて簡潔に記載）
b 上記目的達成のための技術課題と達成目標および達成目標の実現手段

c これまでの取り組み、成果

d 独自性・新規性・付加価値性について

e 研究計画の明確性・妥当性について

③ 事業実施面

a 商品化・事業化への見通し（事業終了後の計画等）
b 富山県産業・経済・社会への波及効果
④ 専門用語等の解説
⑤　関連した補助金等の申請・受入れ実績（応募事業名称、募集機関名、応募テーマ）




６．収支予算及び補助対象経費一覧（全体）
※ 年度毎に記入してください。（年度末(２月末)より前に事業が終了する場合は、終了する月を記入）

※　本提案に係る各企業のうち、本事業による補助金交付を受けようとする者は、それぞれ（様式第１号）補助金交付申請書を提出することとし、同一の提案に係る補助金合計額は、１課題につき250万円/年を上限とします。
※各企業に対する補助金の額(e)は、それぞれ補助対象事業費合計額(ｄ)の1/2以内としてください。
※　補助対象経費は、交付要領第５条に規定された経費から、消費税及び地方消費税の額を差引いた金額を計上してください。
（１）収入（１年目：平成28年度、　年　月～　年　月）　※ 千円未満の端数は切り捨て　（単位：千円）

	提案者（企業名称）
項目
	代表提案者
（　　　　　　　）
	共同提案者(1)
（　　　　　　　）
	共同提案者(2)
（　　　　　　　）
	グループの

合計額

	補助金(a)
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	

	その他（　　　　　　　）
	
	
	
	　　　　　　　　　　　　

	合計(b)

(支出(d)と一致)
	
	
	
	


（２）支出（１年目：平成28年度、　年　月～　年　月）　※ 千円未満の端数は切り上げ　（単位：千円）

	提案者（企業名称）

補助対象経費項目
	代表提案者
（　　　　　　　）
	共同提案者(1)
（　　　　　　　）
	共同提案者(2)
（　　　　　　　）
	グループの

合計額

	①
	備品費
	
	
	
	

	②
	旅　費
	
	
	
	

	③
	通信運搬費
	
	
	
	

	④
	消耗品費
	
	
	
	

	⑤
	工具器具費
	
	
	
	

	⑥
	リースレンタル費
	
	
	
	

	⑦
	外注費
	
	
	
	

	⑧
	共同研究費(c)
	
	
	
	

	補助対象事業費合計(d)
	
	
	
	

	補助金額(e)

※(ｄ)の1/2以内
	
	
	
	


（２－２）(２)のうち共同研究費内訳（１年目：平成28年度）※ 千円未満の端数は切り上げ （単位：千円）

	提案者（企業名称）

補助対象経費項目
	代表提案者
（　　　　　　　）
	共同提案者(1)
（　　　　　　　）
	共同提案者(2)
（　　　　　　　）
	グループの

合計額

	共同研究先
	
	
	
	

	②
	旅　費
	
	
	
	

	③
	通信運搬費
	
	
	
	

	④
	消耗品費
	
	
	
	

	⑤
	工具器具費
	
	
	
	

	⑥
	リースレンタル費
	
	
	
	

	⑦
	外注費
	
	
	
	

	⑨
	一般管理費(f)
	
	
	
	

	共同研究費小計(c)
	
	
	
	


※　備品費、工具器具費及びリースレンタル費の合計額は、補助対象事業費合計額の１/２以内としてください。

　　(①＋⑤＋⑥)≦(A)×１/2

※　外注費及び共同研究費は、それぞれ補助対象事業費合計額の１/３以内とし、その合計額は補助対象事業費の２/５以内としてください。　　⑦≦(A)×１/3、⑧≦(A)×１/3、（⑦＋⑧）≦(A)×2/5

※　共同研究機関は、大学等の高等教育機関又は公設試験研究機関とします。これらの機関について共同研究経費（②～⑦合計額）の１/10の額を上限に、管理費を計上することができます。

※　各共同研究機関における備品費は、補助の対象外とします。

（３）収入（２年目：次年度見込）　※　千円未満の端数は切り捨て　　　　（単位：千円）

	提案者（企業名称）
項目
	代表提案者
（　　　　　　　）
	共同提案者(1)
（　　　　　　　）
	共同提案者(2)
（　　　　　　　）
	グループの

合計額

	補助金(a)
	
	
	
	

	借入金
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	

	その他（　　　　　　　）
	
	
	
	　　　　　　　　　　　　

	合計(b)

(支出(d)と一致)
	
	
	
	


（４）支出（２年目：次年度見込）　※　千円未満の端数は切り上げ　　　　（単位：千円）

	提案者（企業名称）

補助対象経費項目
	代表提案者
（　　　　　　　）
	共同提案者(1)
（　　　　　　　）
	共同提案者(2)
（　　　　　　　）
	グループの

合計額

	①
	備品費
	
	
	
	

	②
	旅　費
	
	
	
	

	③
	通信運搬費
	
	
	
	

	④
	消耗品費
	
	
	
	

	⑤
	工具器具費
	
	
	
	

	⑥
	リースレンタル費
	
	
	
	

	⑦
	外注費
	
	
	
	

	⑧
	共同研究費(c)
	
	
	
	

	補助対象事業費合計(d)
	
	
	
	

	補助金額(e)

※(ｄ)の1/2以内
	
	
	
	


（４－２）(４)のうち共同研究費内訳（２年目：次年度見込）※千円未満の端数は切り上げ　（単位：千円）

	提案者（企業名称）

補助対象経費項目
	代表提案者
（　　　　　　　）
	共同提案者(1)
（　　　　　　　）
	共同提案者(2)
（　　　　　　　）
	グループの

合計額

	共同研究機関名
	
	
	
	

	②
	旅　費
	
	
	
	

	③
	通信運搬費
	
	
	
	

	④
	消耗品費
	
	
	
	

	⑤
	工具器具費
	
	
	
	

	⑥
	リースレンタル費
	
	
	
	

	⑦
	外注費
	
	
	
	

	⑨
	一般管理費(f)
	
	
	
	

	共同研究費小計(c)
	
	
	
	


※　備品費、工具器具費及びリースレンタル費の合計額は、補助対象事業費合計額の１/２以内としてください。

　　(①＋⑤＋⑥)≦(A)×１/2

※　外注費及び共同研究費は、それぞれ補助対象事業費合計額の１/３以内とし、その合計額は補助対象事業費の２/５以内としてください。　　⑦≦(A)×１/3、⑧≦(A)×１/3、（⑦＋⑧）≦(A)×2/5

※　共同研究機関は、大学等の高等教育機関又は公設試験研究機関とします。これらの機関について共同研究経費（②～⑦合計額）の１/10の額を上限に、管理費を計上することができます。

※　各共同研究機関における備品費は、補助の対象外とします。

７．補助事業の経費配分及び収支予算書（平成28年度分）（提案者ごとの内訳を提出）

　　代表提案者　・　共同提案者　　（企業名称：　　　　　　　　　　　　　）
（１）収入　　　※ 千円未満の端数は切り捨て　　　　　　　（単位：千円）
	項目
	　年目（　　年　　月～　　年　　月）

	補助金

(補助金額(B)と一致)
	

	借入金
	

	自己資金
	

	その他（　　　　）
	

	合計(支出(A)と一致)
	


（２）支出　　　※ 千円未満の端数は切り上げ　　　　　　　（単位：千円）

	補助対象経費項目
	年目（　　年　　月～　　年　　月）

	
	金額（税抜）
	算出根拠・名称

	①
	備品費
	
	

	②
	旅　費
	
	

	③
	通信運搬費
	
	

	④
	消耗品費
	
	

	⑤
	工具器具費
	
	

	⑥
	リースレンタル費
	
	

	⑦
	外注費
	
	

	⑧
	共同研究費（C）
	
	

	補助対象事業費合計(A)
	
	①～⑧合計額

	補　助　金　額(B)
	
	(A)×１/２以内　補助金額2,500を上限


（２－２） (２)のうち、共同研究費の内訳　　　※ 千円未満の端数は切り上げ　　（単位：千円）

	共同研究機関名称
	

	補助対象経費項目
	年目（　　年　　月～　　年　　月）

	
	金額（税抜）
	算出根拠・名称

	②
	旅　費
	
	

	③
	通信運搬費
	
	

	④
	消耗品費
	
	

	⑤
	工具器具費
	
	

	⑥
	リースレンタル費
	
	

	⑦
	外注費
	
	

	⑨
	一般管理費
	
	(②～⑦合計額)×１/10を上限

	共同研究費合計(C)
	
	②～⑨合計額


※　補助対象経費は、交付要領第５条に規定された経費から、消費税及び地方消費税の額を差引いた金額を計上してください。

※ 補助金額(Ｂ)は、補助対象事業費合計(Ａ)の1/2以内としてください。

※ 年度末(２月末)より前に事業が終了する場合は、終了する月を記入

※ 経費区分間で20%以上の予算額の変更がある場合は、(様式第３号)変更承認申請が必要となります。

※　算出根拠には、具体的な内容（「品名または費用名」「単価」×「数量」＝「金額」）を記入

※ 外注費は、外注する具体的内容（・・・の加工、・・・の試験など）を記述して下さい。

※　備品費、工具器具費及びリースレンタル費の合計額は、補助対象事業費合計額の１/２以内としてください。

　　(①＋⑤＋⑥)≦(A)×１/2

※　外注費及び共同研究費は、それぞれ補助対象事業費合計額の１/３以内とし、その合計額は補助対象事業費の２/５以内としてください。　　⑦≦(A)×１/3、⑧≦(A)×１/3、（⑦＋⑧）≦(A)×2/5

※　共同研究機関は、大学等の高等教育機関又は公設試験研究機関とします。これらの機関について共同研究経費（②～⑦合計額）の１/10の額を上限に、管理費を計上することができます。

※　各共同研究機関における備品費は、補助の対象外とします。

